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節 ２ 広報・市民啓発 

細節 － 

項目名 感染状況の公表 

担当課 医療政策課・経済企画課 

取組内容 

【記者発表】（令和２年３月２７日～令和５年５月８日） 

・ 新規感染者、集団発生事例（クラスター）、死亡事例が発生するごとに記者発表を実施。 

（感染者１例目は県が発表。２例目から市が発表。） 

・ 新規感染者数の増加を受けて、発表内容は、順次簡素化を図った。 

・ 令和２年３月２７日から開始。新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが変

更されたことに伴い、令和５年５月８日に終了。 

【ホームページ】 

・ 記者発表の情報を、市ホームページに掲載した。 

・ 新規感染者数、検査実施人数、コールセンター相談件数をオープンデータとして公表し

た。 

（新規感染者数以外の項目は、全数届出の見直しに伴い、令和４年９月２６日をもって終

了。新規感染者数は下記に記載の記者発表終了に合わせて終了。） 

・ 記者発表資料を基に、区別感染者数を週１回公表。 

（全数届出の見直しに伴い、令和４年９月２６日を持って終了。） 

【クラスター防止協力金】（令和２年４月～令和３年３月） 

・ 令和２年度、不特定多数の人が利用し、クラスターが発生しやすい施設において新型コ

ロナウイルス感染症感染患者が発生した場合に、施設名を公表するなど、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止に協力した事業者等に対し、給付金（１事業所当たり１００

万円）の支給を実施。 

実績 

【記者発表件数】 

集団発生 ４７０ 

死亡事例 ６１１ 
 

成果と課題 

【記者発表・ホームページ】 

・ 日々の感染状況を迅速に公表することにより、市民の感染症対策への意識向上の一端

を担ったと考える。 

・ クラスター発生施設において、利用者リスト等が無い場合には、施設名を公表し、利用者

から保健所への連絡を呼び掛けることで、濃厚接触者を特定した。 
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・ 記者発表については、公表する情報量が多いこと、平日・休日を問わず毎日実施するこ

とから、職員の負担が非常に大きかった。 

【クラスター防止協力金】 

・ 本制度は、公表が感染拡大防止に有効であると保健所が判断、かつ施設が公表に協力

した場合に市へ情報提供を頂き協力金の支払いをするものであり、要件を満たす事例

がなかった。結果として協力金の支払いはなかったが、部署間で連携して市内施設での

クラスター防止に取り組むことができた。 
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節 ２ 広報・市民啓発 

細節 － 

項目名 市の基本的な考え方を示す取組み 

担当課 医療政策課 

取組内容 

【新型コロナ下で市民生活を送るための道しるべ】（令和２年６月～） 

・ 令和２年６月、新型コロナウイルスの感染拡大が長期化することが予想された中、改めて

「新しい生活様式」を日常に取り入れ、感染防止対策にしっかりと取り組むため、対策の

ポイントなどをまとめた「道しるべ」をホームページ等で市民へ提示した。 

【新型コロナウイルス週報】（令和２年８月～） 

・ 令和２年８月、市ホームページによる感染状況のお知らせに加え、感染状況や県・市から

の要請、注意喚起などをまとめた「新型コロナウイルス週報」を発行し、市内公共施設等

で紙及びデジタルサイネージでの掲示を開始した。 

・ ５類移行に伴い新規感染者数等の報告が定点医療機関のみとなることから、令和５年５

月１１日に新型コロナウイルス週報を終了し、同月２５日から隔週で「新型コロナウイルス

に関するお知らせ」の発行を開始し、引き続き感染対策等の周知啓発を行った。 

【コロナ差別がゼロのまち宣言】（令和２年１０月～） 

・ 令和２年１０月、新型コロナウイルス感染症を起因とする差別的行為や誹謗中傷から市

民の生活を守るため、市の３つの宣言と市民等への３つのお願いを定め、市政だより、

ホームページ等で広報した。 

【新型コロナウイルス感染症対策条例】（令和２年１２月～） 

・ 令和２年１２月に、新型コロナウイルス感染症のまん延防止のため感染症対策を推進し、

それによって市民の皆さまの生命及び健康を保護し、同時に安全で安心な市民生活を

守ることを目的として、新型コロナウイルス感染症対策条例を制定した。 

実績 

 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 計 

週報発行回数 

（毎週木曜日） 32 53 52 ２８ 1６５ 

上記のほか、各種事業について市ホームページ、ＳＮＳ、市政だより等の各種広報媒体を活

用し、市民へ広く周知を行った。 
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成果と課題 

・ 新型コロナ下で市民生活を送るための道しるべは、新型コロナウイルス感染症により市

民生活が大きな影響を受け、市民の不安が高まる状況において、市から市民へのメッセ

ージとして有効であったと考える。 

・ 新型コロナウイルス週報は、市内公共施設等に掲示することで、普段インターネットを利

用していない方へ、感染状況や感染拡大防止に関する情報を取得する機会を提供する

ことができた。施設所管課からは、施設の掲示スペースの都合上、ページ数が増えると

掲示できないという相談があり、ページ数の調整が必要だった。 

・ コロナ差別がゼロのまち宣言は、当時、新型コロナウイルス感染症に罹患した方や濃厚

接触者、医療従事者等に対する差別や偏見が問題となっていたため、そのような方々に

対する不当な差別的行為や誹謗中傷による人権侵害を防止するため、市として宣言を

行った。また、小・中・高・特別支援学校の全１７０校で啓発動画を活用した指導を実施し

たほか、市長や千葉市のスポーツチームに所属する著名選手によるメッセージ動画を作

成し、市内の観光イベントやプロスポーツチームの試合会場で放送するなど、千葉市一

丸となって啓発に取り組んだ。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策条例は、市が的確かつ迅速に感染症対策を実施すること

を明らかにするとともに、市民及び事業者の皆様に感染症予防や市の対策への協力、不

当な差別的取扱いを行わないよう協力を求める根拠として制定した。 
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節 ２ 広報・市民啓発 

細節 ― 

項目名 市民に対する広報（市政だより通常号・臨時号） 

担当課 広報広聴課 

取組内容 

【ちば市政だより通常号】 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する１回目の緊急事態宣言（令和２年４月７日）の直近号

（令和２年５月号）で、市政だより１ページ（タブロイド判）の概ね２分の１程度の紙面を割

き、注意喚起に関する広報「新型コロナウイルス感染症にご注意ください」を行って以

後、新型コロナウイルス感染症が５類に移行（令和５年５月８日）する令和５年５月号まで

毎号（通算３７回）、概ね１ページ分、新型コロナウイルス感染症に対する注意喚起やワク

チン接種場所などに関する広報を行った。  

【ちば市政だより臨時号】 

・ 新型コロナウイルス感染症に対する知見や、市有施設の閉館状況、各種支援制度、新型

コロナウイルスワクチンの接種時期や方法等に関する広報を行った。 

実績 

【臨時号・新型コロナウイルス感染症対策特集】 

発行日 発行部数 新聞折り込み数 配架数 

令和２年３月５日 ３０８，４５０ ２４８，４５０ ６０，０００ 

令和２年３月１２日 ３０８，４５０ ２４８，４５０ ６０，０００ 

令和２年４月１６日 ３０８，４５０ ２４８，４５０ ６０，０００ 

令和２年１２月２５日 ２８８，４５０ ２４８，４５０ ４０，０００ 

令和３年１月１４日 ２５６，４４０ ２４１，２５０ １５，１９０ 

【臨時号・新型コロナワクチン接種特集】 

発行日 発行部数 新聞折り込み数 配架数 

令和３年４月３０日 ２５８，９５０ ２４１，２５０ １７，７００ 

令和３年５月１９日 ２５８，９５０ ２４１，２５０ １７，７００ 

令和３年６月７日 ２５３，０００ ２３５，３００ １７，７００ 

令和４年１月１７日 ２２９，０００ ２１１，６５０ １７，３５０ 

令和４年１月２７日 ２２９，０００ ２１１，６５０ １７，３５０ 
 

成果と課題 

・ 市政だより通常号で毎月注意喚起を行ったほか、新型コロナウイルス感染症の発生状況

や注意していただきたい内容、新型コロナウイルスワクチンの接種が可能な医療機関情

報など突発的な情報については、臨時号で周知できた。 

・ 市内に、常時、市内全域をカバーできるポスティング事業者が存在しないことから、市民

に最も早く、広く情報を届けるため、新聞折込を選択したものの、新聞購読率が低下し

ている現在、より多くの市民に情報を届けることが課題として残る。 
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節 ２ 広報・市民啓発 

細節 ― 

項目名 市民に対する広報（ホームページ・ＳＮＳ等） 

担当課 広報広聴課・医療政策課 

取組内容 

【ホームページ】 

〇市トップページへの対応（令和２年２月１２日） 

・ 災害時モードの切替えによる情報発信 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する情報をまとめた専用エリアの設置 

・ カルーセルパネル等のビジュアルを用いた注意喚起の実施 

〇個別ページの作成（一例） 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する情報（特設ページ） 

・ 新型コロナウイルス感染者の発生について（個別の感染者に関するページを含む） 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う各種支援に関する情報 

・ 特別定額給付金 

・ 新型コロナウイルスワクチン接種についてのお知らせ 

・ 新型コロナウイルスワクチンの集団接種会場のご案内 

・ 新型コロナウイルスワクチンの個別接種会場のご案内 

・ 新型コロナウイルス感染症の患者と診断された方、千葉県登録センターに登録された方

へ 

・ 多言語による新型コロナウイルス感染症に関する情報 

【ＳＮＳ】（令和２年１月～） 

※活用媒体：Ｘ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ＬＩＮＥ、Ｙａｈｏｏ！くらし 

＜発信内容（一例）＞ 

所管課の依頼により、主に以下に係る情報の周知を行った。 

・ 学校の一斉休校（保育所（園）、子どもルームに係る情報等を含む） 

・ 市有施設の休館 

・ 給付金（持続化給付金、特別定額給付金等）、個人、事業者向け支援策 

・ 感染拡大防止のお願い 

・ 新型コロナウイルス感染症情報、新型コロナウイルスに関するお知らせ（週報） 

・ 新型コロナウイルスワクチンの接種（接種券送付、接種予約を含む） 

【市民への感染防止の呼びかけ】（令和２年７月～） 

・ 令和２年７月、市ホームページやＳＮＳ、ポスター等を活用した市民への感染拡大防止啓

発を開始した。 

 

 



 

58 

実績 

【市ＨＰのアクセス件数】 

年

度 
R1 R2 R3 R4 

件

数 
４２，１２１，３２６ ８３，２３６，９６７ ７２，７９３，９０７ ６１，４３２，６２１ 

備

考 

台風１５号（９月） 

台風１９号（１０月） 

初の緊急事態宣言 

（４月７日～５月２５日） 

  

 

【媒体ごとの投稿件数等】                                 （単位：件） 

年度 R1 R2 R3 R4 

X 

 

フォロワー数 ９１，０００ ９６，０００ １００，５００ １０１，０００ 

投稿数 692 513 538 601 

Facebook 
いいね数 ５，７００ ６，０００ ６，０００ ６，０００ 

投稿数 512 423 448 474 

LINE 
友だち数 ２１，０００ ４０，０００ ５０，５００ ５７，０００ 

投稿数 235 206 218 302 

※フォロワー数、いいね数、友だち数は概数 

【市民への呼びかけ】 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５※ 計 

ＨＰ掲載回数 １７ ２０ 13 2 ５２ 

※令和５年度は９月末時点 

 

成果と課題 

・ 新型コロナウイルス感染症の発生状況や注意喚起、ワクチン接種に関する情報を広く周

知することができた。 

【ホームページ】 

・ 平時と比べアクセス数が大幅に増加したが、ホームページの閲覧に影響はなかった。 

・ 市民生活の維持に必要な情報に対して、ホームページ上でより分かりやすく、たどり着

きやすくするための手法を検討する必要がある。 

・ ホームページを作成する所管課における対応や品質にバラつきがあるため、広報マイン

ドの醸成を行っていく必要がある。 

【ＳＮＳ】 

・ 災害以外の有事に係る情報発信は過去に例がなかったため、庁内調整に苦慮し、情報発

信の迅速性と、情報の正確性の調整に難航した。 

・ 新型コロナウイルス感染症という特質上、不安を煽りすぎない文言表現や、発信タイミン

グなどを慎重に考慮し対応した。 
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【市民への感染防止の呼びかけ】 

・ 市民への感染防止の呼びかけは、市ホームページやＳＮＳでの周知のほか、市政だより、

ラジオＣＭでの放送、鉄道駅構内等でのポスター掲示など、様々な広報媒体を活用する

ことで、若者から高齢者まで幅広い年齢層に感染防止を呼びかけることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


